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(57)【要約】
　活性炭素材料を作製する方法は、炭素材料（１４０）
を形成するために非リグノセルロース炭素前駆体を加熱
する工程及び活性炭素材料を形成するために炭素材料（
１４０）をスチームと反応させる工程を含む。活性炭素
材料は、高エネルギー密度デバイスに用いるための改善
された炭素ベース電極の形成に適する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性炭素材料を作製する方法において、
　炭素材料の形成に有効な炭化温度において非リグノセルロース炭素前駆体を加熱する工
程、及び
　活性炭素材料の形成に有効な活性化温度において前記炭素材料をスチームと反応させる
工程、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記非リグノセルロース炭素前駆体が、コムギ粉、クルミ粉、トウモロコシ粉、コーン
スターチ、コーンミール、米粉、ジャガイモ粉、ビート、キビ、ダイズ、オオムギ及び綿
からなる群から選ばれることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記炭化温度が約６００℃から８００℃の範囲にあることを特徴とする請求項１に記載
の方法。
【請求項４】
　前記加熱する工程が不活性雰囲気内で実施されることを特徴とする請求項１に記載の方
法。
【請求項５】
　前記加熱する工程が窒素雰囲気内で実施されることを特徴とする請求項１に記載の方法
。
【請求項６】
　前記活性炭素材料が、
　≧０.３ｃｍ３/ｇの総合細孔体積を与える、≦１ｎｍの径を有する細孔、及び
　≧０.０５ｃｍ３/ｇの総合細孔体積を与える、＞１ｎｍから≦２ｎｍまでの径を有する
細孔、
を含み、
　＞２ｎｍの径を有する細孔の全ての総合細孔体積は＜０.１５ｃｍ３/ｇである、
ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記活性炭素材料が、
　≧０.２ｃｍ３/ｇの総合細孔体積を与える、≦１ｎｍの径を有する細孔、及び
　≧０.１ｃｍ３/ｇの総合細孔体積を与える、＞１ｎｍから≦２ｎｍまでの径を有する細
孔、
を含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記スチームと反応させる工程が、ハニカム基板の１本以上のチャネルに前記炭素材料
を装填する工程及び前記炭素保持チャネルを通してスチームを流す工程を含むことを特徴
とする請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　炭素ベース電極を作製する方法において、
　炭素材料の形成に有効な温度において非リグノセルロース炭素前駆体を加熱する工程、
　活性炭素材料を形成するために前記炭素材料をスチームと反応させる工程、及び
　前記活性炭素材料から炭素ベース電極を形成する工程、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項１０】
　前記炭素ベース電極を形成する前記工程が前記活性炭素材料をカーボンブラック及びＰ
ＴＦＥの内の少なくとも１つと混合する工程を含むことを特徴とする請求項９に記載の方
法。
【発明の詳細な説明】
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【関連出願の説明】
【０００１】
　本出願は２０１１年７月１９日に出願された米国特許出願第１３/１８５８４２号の米
国特許法第１２０条の下の優先権の恩典を主張する。本明細書は上記特許出願の明細書の
内容に依存し、上記特許出願の明細書の内容はその全体が本明細書に参照として含められ
る。
【技術分野】
【０００２】
　本開示は炭素ベース電極に、さらに詳しくはスチーム活性化炭素に、関し、そのような
電極の作製に用いるためのスチーム活性化炭素を作製する方法に関する。本開示は炭素ベ
ース電極を有する高電力密度エネルギー貯蔵デバイスにも関する。
【背景技術】
【０００３】
　二重層コンデンサとしても知られるウルトラコンデンサは電解質溶液を分極させて静電
的にエネルギーを貯蔵する。ウルトラコンデンサは電気化学的デバイスであるが、一般に
エネルギー貯蔵機構に化学反応は含まれていない。この機構は可逆的であって、ウルトラ
コンデンサの幾度もの充電及び放電を可能にする。
【０００４】
　ウルトラコンデンサは一般に多孔質誘電体セパレータによって相互の電気的接触が妨げ
された２つの多孔質電極を有する。セパレータ及び電極には電解質溶液が含浸され、電解
質溶液は、イオン電流が電極間を流れることを可能にするが、電流によるセルの放電は防
止する。それぞれの電極は一般に電流コレクタと電気的に接触している。導電性材料（た
とえばアルミニウム）のシートまたはプレートを含むことができる電流コレクタは抵抗損
失を減じることができ、同時に多孔質電極材料に対して物理的支持を与える。
【０００５】
　個々のウルトラコンデンサセル内においては、印加電位の影響の下で、電解質内の陰イ
オンが正電極に、及び陽イオンが負電極に、引き付けられることによってイオン電流が流
れる。イオン電荷はそれぞれの電極の表面に蓄積して、固－液界面に電荷層を形成するこ
とができる。蓄積電荷は固体電極内の逆極性電荷によってそれぞれの界面に保持されて、
電極電位を発生させる。一般に、電位は、電極にまたは電極上に蓄えられる荷電種（イオ
ン及びラジカル）の量の線形関数として高まる。
【０００６】
　セルの放電中、電極にかかる電位は、陰イオンが正電極の表面から放出され、陽イオン
が負電極の表面から放出されるように、イオン電流を流れさせる。同時に、電子電流が電
流コレクタ間に配された外部回路を通って流れることができる。外部回路は電気装置に電
力を供給するために用いられ得る。
【０００７】
　電解質は、イオン伝導の促進剤として、イオン源として、はたらき、また炭素のための
結合剤としてはたらくことができる。一般に電解質は適する溶媒内に溶解された塩を含む
。適する電解質塩には、特許文献１に開示されるような第四アンモニウム塩がある。特許
文献１の出願特許は本明細書の出願特許と共通に所有され、特許文献１の開示はその全体
が本明細書に含められる。第４アンモニウム塩の一例はテトラエチルアンモニウムテトラ
フロロボレート（(Ｅｔ)４ＮＢＦ４)である。溶媒の一例はアセトニトリルである。
【０００８】
　ウルトラコンデンサのようなエネルギー貯蔵デバイスは、独立電源が必要な用途のよう
な、様々な用途に用いられ得る。用途の例は携帯電話からハイブリッド自動車にわたる。
ウルトラコンデンサの重要な特徴はウルトラコンデンサが供給できるエネルギー密度であ
る。デバイスのエネルギー密度は主として炭素ベース電極の特性により決定されることが
示されている。
【０００９】
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　高エネルギー密度デバイスへの組込みに適する炭素ベース電極は既知である。例えば、
そのような電極の基礎をなす高性能炭素材料は、合成フェノール樹脂前駆体の化学的活性
化によって作成され得る。しかし、化学的活性化剤及び合成樹脂のいずれも比較的高コス
トであることから、そのような活性炭素材料及び得られる炭素ベース電極のコストは高く
なり得る。さらに、化学的活性化剤は得られる活性炭素に不要な不純物を与え得る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許出願第１３/０１１０６６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　したがって、エネルギー密度がさらに高いデバイスを可能にする炭素ベース電極を形成
するために用いられ得る、活性炭素材料を作製するための一層経済的なプロセスを提供す
ることが有益であろう。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　一実施形態にしたがえば、ウルトラコンデンサ及びその他の高電力密度エネルギー貯蔵
デバイスに用いるための炭素ベース電極への組込みに適する活性炭素材料は、天然非リグ
ノセルロース材料からスチーム活性化によって得られる。活性炭素材料のための前駆体と
して非リグノセルロース材料を用いることにより、経済的に得ることができる、高電力／
高エネルギー密度デバイスを形成することができる。化学的活性化炭素材料と比較して、
本開示に説明されるスチーム活性化炭素は５０％ものコスト低減を提供することができる
。
【００１３】
　活性炭素は、炭素材料の形成に有効な炭化温度において非リグノセルロース炭素前駆体
を加熱し、活性炭素の形成に有効な活性化温度において炭素材料をスチームと反応させる
ことによって作製することができる。
【００１４】
　本開示のさらなる特徴及び利点は以下の詳細な説明に述べられ、ある程度は、当業者に
はその説明から容易に明らかであろうし、以下の詳細な説明及び特許請求の範囲を含み、
添付図面も含む、本明細書に説明されるように本発明を実施することによって認められる
であろう。
【００１５】
　上記の全般的説明及び以下の詳細な説明がいずれも、本発明の実施形態を提示し、特許
請求されるような本発明の本質及び特質を理解するための概要または枠組みの提供が目的
とされていることは当然である。添付図面は本発明のさらに深い理解を提供するために含
められ、本明細書に組み入れられて本明細書の一部をなす。図面は本発明の様々な実施形
態を示し、記述とともに本発明の原理及び動作の説明に役立つ。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１はスチーム活性化炭素を形成するための装置の一例である。
【図２】図２は、一実施形態にしたがう、活性化炭素材料の細孔径分布ヒストグラムであ
る。
【図３】図３は、別の実施形態にしたがう、活性化炭素材料の細孔径分布ヒストグラムで
ある。
【図４】図４は、また別の実施形態にしたがう、活性化炭素材料の細孔径分布ヒストグラ
ムである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
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　活性炭素材料を作製する方法は、炭素材料の形成に有効な炭化温度において非リグノセ
ルロース炭素前駆体を加熱する工程及び活性炭素材料の形成に有効な活性化温度において
炭素材料をスチームと反応させる工程を含む。
【００１８】
　開示される方法にしたがって形成される活性炭素材料は高エネルギー密度デバイスに用
いるための炭素ベース電極の形成に適する。本発明の炭素ベース電極を用いて作製された
ウルトラコンデンサは、市販の炭素から得られる電極を用いて作製されたウルトラコンデ
ンサのエネルギー密度の２倍より大きいエネルギー密度を示すことができる。
【００１９】
　炭素前駆体は天然の非リグノセルロース材料である。本明細書に定義されるように、セ
ルロース及びリグニンのいずれも含む物質がリグノセルロースであり、例えば、リグニン
と密に結び付いたセルロースを有する、植物の木質細胞壁の基本部分をなすいくつかの密
接に関連する物質のいずれをも含むことができる。本開示に関連して用いられる非リグノ
セルロース炭素材料はリグニン及びセルロースの内の少なくとも一方を実質的に含んでい
ない。実質的に含まないとは、リグニン及びセルロースの内の少なくとも一方が、炭素前
駆体の組成に多くとも０.５重量％，１重量％または２重量％しか含まれていないことを
意味する。
【００２０】
　一実施形態において、天然の非リグノセルロース炭素前駆体はセルロースを含み、リグ
ニンを実質的に含んでいない。別の実施形態において、天然の非リグノセルロース炭素前
駆体はリグニンを含むが、セルロースは実質的に含んでいない。また別の実施形態におい
て、天然の非リグノセルロース炭素前駆体はリグニン及びセルロースのいずれも実質的に
含んでいない。天然の非リグノセルロース炭素前駆体は合成樹脂のような合成材料ではな
い。本明細書に用いられるように、別途に明白に定義されない限り、「非リグノセルロー
ス炭素前駆体」は少なくとも１つの非リグノセルロース炭素前駆体を意味する。
【００２１】
　木を意味するラテン語である、リグニンは、植物に剛性を付与する化合物である。リグ
ニンは非晶質構造を有する三次元重合体であり、高分子量を有する。植物繊維の３つの主
構成要素の内、リグニンは最小の水親和性を有する。さらに、リグニンは熱可塑性である
（すなわち、リグニンは比較的低温で軟化し始め、温度の上昇にともない、容易に流動す
るであろう）。
【００２２】
　セルロースは植物繊維の基本構造要素である。セルロース分子は、例えば、相互に連結
して長鎖をなすグルコースユニットを含むことができ、グルコースユニットの長鎖は続い
て相互に連結してミクロフィブリルと呼ばれる束をなす。ヘミセルロースは一般に相互に
結合して比較的短い枝分かれ鎖をなす多糖類である。通常は疎水性であるヘミセルロース
は、セルロースミクロフィブリルと通常は密に結び付いて、マトリクスにセルロースを埋
め込んでいる。
【００２３】
　農産物からの代表的なリグノセルロース繊維は、例えば、麦わら、麻、亜麻、サイザル
麻及びジュートに見られる。他方で、非リグノセルロース繊維はリグニン及び／またはセ
ルロースを実質的に含んでいない。
【００２４】
　天然の非リグノセルロース炭素前駆体は、コムギ粉、クルミ粉、トウモロコシ粉、コー
ンスターチ、コーンミール、米粉及びジャガイモ粉のような、食用穀物から得ることがで
きる。その他の天然非リグノセルロース炭素前駆体には、ビート、キビ、ダイズ、オオム
ギ及び綿がある。非リグノセルロース材料は、遺伝子組替えがなされていてもいなくても
差し支えない、作物及び栽培物から得ることができる。
【００２５】
　非リグノセルロース炭素前駆体の一例はコムギ粉である。コムギ粉は、小麦の種子であ
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る、小麦の穀粒を碾くことによって得られる。小麦の穀粒は、胚乳、胚及び籾殻の、３つ
の主要部分を有する。全粒コムギ粉は穀粒の３つの部分の全てを含むが、精白コムギ粉は
胚乳だけを碾いたものである。
【００２６】
　組成的には、精白コムギ粉はほとんどがデンプンであるが、他の成分が天然に存在する
。精白コムギ粉の主成分は、概算％値を括弧に入れて示すと、デンプン（６８～７６％）
、タンパク質（６～１％）、水分（１１～１４％）、ゴム質（２～３％）、脂質（１～１
.５％）、灰分（＜０.５％）及び糖分（＜０.５％）である。
【００２７】
　デンプンは精白コムギ粉の大部分を占める。「低」デンプンであると見なされるパン用
コムギ粉でさえも、他の成分全ての合計より多くのデンプンを含む。デンプンは一般に小
さな粒子または細粒としてコムギ粉内に存在する。タンパク質の塊がデンプン細粒を結び
合わせて胚乳内の所定の場所に保持する。一般に、グルテンを形成するタンパク質のグル
テニン及びグリアジンが胚乳内のタンパク質の約８０％を占める。精白コムギ粉内の他の
タンパク質には、アミラーゼ、プロテアーゼ及びリパーゼのような、酵素がある。コムギ
粉内のデンプン以外の炭水化物には、ガム質、特にペントサンガムがある。ペントサンガ
ムは可溶性食物繊維源である。脂質には油及び乳化剤があり、灰分には、鉄、銅、カリウ
ム、ナトリウム及び亜鉛を含むことができる、無機物（無機塩類）がある。
【００２８】
　非リグノセルロース炭素前駆体は不活性または還元性の雰囲気内で炭化させることがで
きる。一例として、約６００℃～８００℃（例えば、６００℃、６５０℃、７００℃、７
５０℃または８００℃）の温度であらかじめ定められた時間（例えば、０.５時間、１時
間、２時間、４時間、８時間またはさらに長い時間）、非リグノセルロース炭素前駆体を
加熱することができ、次いで必要に応じて冷却することができる。炭化中に非リグノセル
ロース単層前駆体は分解して、炭素を形成する。
【００２９】
　炭化によって形成された炭素材料はスチームにさらすことによって活性化することがで
きる。本明細書に用いられるように、活性化は、活性炭素材料を作製するために炭化また
は熱分解した材料を、スチーム含有雰囲気にさらしている間、高温で加熱するプロセスを
指す。活性化プロセスは一般に、与えられた体積の表面材料を処理されている材料から除
去し、この結果、高められた表面積を与える。方法例において、炭素材料はスチームとの
反応の前に粉砕される。様々な実施形態において、活性化温度は約７００℃から１１００
℃の範囲とすることができる。
【００３０】
　一実施形態において、スチーム活性化プロセスは、ロータリーキルンを用い、制御され
た雰囲気の下で行うことができる。別の実施形態において、スチーム活性化プロセスはハ
ニカム基板の複数本のチャネル内に炭素材料を装填し、次いでチャネルを通して炭素材料
にかけてスチームを流すことによって実施することができる。
【００３１】
　上述の手法が図１に簡略に示され、図１はスチーム活性化炭素を形成するための一例の
装置１００を示す。装置１００は、炉１２０及び、マニホールド１７０を介して炉内に水
の流れを供給するように適合された、水源１６０を備える。炉内には、複数本のハニカム
チャネル１５２を有するハニカム基板１５０が配される。炭素材料１４０がハニカムチャ
ネル１５２内に装填される。図示される実施形態において、ハニカム基板１５０は、ハニ
カム基板１５０のチャネル１５２より寸法が小さく、ハニカムチャネル１５２を通る炭素
材料の落下を妨げる、複数本のハニカムチャネル１６２を有する、第２のハニカム基板１
６０の上に載る。
【００３２】
　動作において、水源１６０から窒素流に随伴する水がマニホールド１７０を介し、それ
ぞれのハニカム基板１６０，１５０のチャネル１６２，１５２を通して導入され、チャネ
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ル内で水は蒸気化して、スチームになって炭素材料１４０にかけて流れ、炭素材料と反応
して活性炭素を形成する。
【００３３】
　様々な実施形態において、ハニカム基板１５０は１平方インチ当たり５０本(７.７５本
/ｃｍ２)のチャネルを有することができ、下層のハニカム基板１６０は１平方インチ当た
り１００本(１５.５本/ｃｍ２)のチャネルを有することができる。もちろん、当業者であ
れば、活性化される炭素材料を適切に収めるようにそれぞれの基板を構成することができ
る。一例のプロセスにおいて、ほぼ４０～５０ｇの炭素材料が複数本のチャネル１５２内
に装填された全寸が６×６×０.５インチ（１５.２４×１５.２４×１.２７ｃｍ）のハニ
カム基板に窒素流に随伴する水を送るため、約４０リットル/分の窒素流量を用いた。ハ
ニカム基板を通るスチームの一様流を助長するため、様々なチャネル１５２の間で均等に
炭素材料１４０を分散させた。炉１２０内での炭素材料のスチームとの反応後、炉を冷却
することができ、活性炭素は必要に応じてさらに処理される。
【００３４】
　得られた活性炭素は、例えば酸溶液を用いて、洗浄することができる。洗浄により、活
性炭素から灰分を低減し、不要な不純物を除去することができる。活性炭素を洗浄するた
めの一プロセスは水及び酸で順次に活性炭素をリンスする工程を含む。別の洗浄プロセス
は水性酸混合液（例えば、酸と水の混合液）で活性炭素をリンスする工程を含む。洗浄中
に用いられる酸は塩酸及び硫酸とすることができる。
【００３５】
　別の実施形態において、活性炭素は不活性または還元性の雰囲気内で加熱処理すること
ができる。必要に応じる熱処理は活性炭素内の酸素濃度をゼロにするかまたは低くするこ
とができる。例えば、そのような熱処理は活性炭素表面から酸素含有官能基を除去するこ
とができる。実施形態において、活性炭素は洗浄工程及び熱処理の両者により処理するこ
とができ、両プロセスが実施される場合、熱処理の前または後のいずれでも洗浄工程を実
施することができる。
【００３６】
　活性炭素は、マイクロスケール、中程度及び／またはマクロスケールの細孔を有するこ
とができる。本明細書に定義されるように、マイクロスケールの細孔は２ｎｍ以下の細孔
径を有する。中程度の細孔は２～５０ｎｍの範囲の細孔径を有する。マクロスケールの細
孔は５０ｎｍより大きい細孔径を有する。一実施形態において、活性炭素の細孔の大多数
はマイクロスケールの細孔である。本明細書に用いられるように、「微細孔炭素」及びこ
の変異形は大多数（少なくとも５０％）がマイクロスケールの細孔である活性炭素を意味
する。微細孔活性炭素は５０％より多くの微細孔（例えば、５０％、５５％、６０％、６
５％、７０％、７５％、８０％、８５％、９０％または９５％より多くの微細孔）を含む
ことができる。
【００３７】
　実施形態にしたがえば、ＥＤＬＣ（電気二重層コンデンサ）用炭素ベース電極は約０.
２ｃｍ３/ｇより大きい（例えば、０.２ｃｍ３/ｇ、０.２５ｃｍ３/ｇ、０.３ｃｍ３/ｇ
、０.３５ｃｍ３/ｇ、０.４ｃｍ３/ｇ、０.４５ｃｍ３/ｇ、０.５ｃｍ３/ｇ、０.５５ｃ
ｍ３/ｇ、０.６ｃｍ３/ｇ、０.６５ｃｍ３/ｇまたは０.７ｃｍ３/ｇより大きい）総多孔
度を有する活性炭素を含む。
【００３８】
　活性炭素の細孔径分布は、超微細孔、微細孔、中径細孔及び大径細孔を含むことができ
、単峰形、双峰形または多峰形の細孔径分布を有するとして特徴を表すことができる。超
微小細孔は総細孔体積の内の０.２ｃｍ３/ｇ以上（例えば、０.２ｃｍ３/ｇ以上、０.２
５ｃｍ３/ｇ以上、０.３ｃｍ３/ｇ以上、０.３５ｃｍ３/ｇ以上または０.４ｃｍ３/ｇ以
上）を占めることができる。１＜ｄ≦２ｎｍの範囲の細孔径を有する細孔は総細孔体積の
内の０.０５ｃｍ３/ｇ以上（例えば、少なくとも、０.１ｃｍ３/ｇ、０.１５ｃｍ３/ｇ、
０.２ｃｍ３/ｇまたは０.２５ｃｍ３/ｇ）を占めることができる。存在すれば、一実施形
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態において、中径細孔及び／または大径細孔を含むことができる、２ｎｍより大きい細孔
径を有する細孔の全ては、総細孔体積の内の０.１５ｃｍ３/ｇ以下（例えば、０.１ｃｍ
３/ｇ以下または０.０５ｃｍ３/ｇ以下）を占めることができる。
【００３９】
　本発明の方法を用いて作製された活性炭素は約３００ｍ２/ｇより大きい、すなわち、
約３５０ｍ２/ｇ、４００ｍ２/ｇ、５００ｍ２/ｇまたは１０００ｍ２/ｇより大きい、比
表面積を有することができる。
【００４０】
　炭素ベース電極を作製する方法は、炭素材料の形成に有効な炭化温度において非リグノ
セルロース炭素前駆体を加熱する工程、活性炭素材料の形成に有効な温度において炭素材
料をスチームと反応させる工程及び得られた活性化炭素から炭素ベース電極を形成する工
程を含む。炭素ベース電極を形成する前に、活性炭素材料を乾燥させて粉末にすることが
でき、次いで、粉末を電極形成プロセスに投入することができる。
【００４１】
　必要に応じて、上記の炭素ベース電極作製方法とともに、活性炭素をカーボンブラック
及び／またはポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）のような高分子結合剤またはその
他の適する結合剤と混合し、圧密して、炭素ベース電極を形成することができる。
【００４２】
　例として、６０～９０重量％の活性炭素、５～２０重量％のカーボンブラック及び５～
２０重量％のＰＴＦＥを含む粉末混合物をロールにかけてプレスすることにより、厚さが
約１００～３００μｍの範囲の炭素紙を作製することができる。炭素シートを炭素紙を打
ち抜くかまたは別の手段でパターン形成することができ、積層して炭素ベース電極を形成
するための導電性電流コレクタとすることができる。
【００４３】
　高エネルギー密度デバイスにはウルトラコンデンサを含めることができる。ウルトラコ
ンデンサは、ゼリーロール形、三稜形、ハニカム形またはその他の適する形状をとること
ができる。本開示にしたがって作成された炭素ベース電極は、炭素－炭素ウルトラコンデ
ンサまたはハイブリッドウルトラコンデンサに組み込むことができる。炭素－炭素ウルト
ラコンデンサにおいてはいずれの電極も炭素ベース電極である。ハイブリッドウルトラコ
ンデンサにおいては電極の一方が炭素ベース電極であり、他方の電極は、酸化鉛、酸化ル
テニウム、水酸化ニッケルのような擬似容量性材料、または導電性ポリマー（例えば、パ
ラフルオロフェニル－チオフェン）のような別の材料とすることができる。
【実施例】
【００４４】
　本発明は以下の実施例によってさらに明解に説明される。
【００４５】
　実施例１
　初めに、コムギ粉を窒素流内において、７００℃で２時間、炭化した。得られた炭素材
料を、活性炭素を形成するため、７００℃で２時間、スチーム源にさらした。スチーム活
性化に続いて、活性炭素を、フォーミングガス内において、６７５℃で２時間、熱処理し
た。活性炭素を乾燥させ、粉砕して、微細粉末（～１０μｍ）にした。活性炭素の細孔径
分布を図２に示す。この活性炭素の総細孔体積は０.１７７ｃｍ３/ｇ、ＢＥＴ表面積は４
９３ｍ２/ｇであった。
【００４６】
　８５ｇの活性炭素を５ｇのカーボンブラック及び１０ｇのＰＴＦＥと混合して、十分に
混合された素材を得た。混合を促進するため、イソピロピルアルコールを加えた。混合物
を乾燥させ、ロールミルでロールにかけて、厚さが～１００μｍの緻密な膜を得た。得ら
れた膜を１２０℃で一晩かけて乾燥させた。
【００４７】
　自立炭素膜を用いてボタン型セルを作製した。電極／セパレータ／電極スタックを対向
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ータとして用いた。炭素ベース電極及びセパレータを１.５Ｍテトラエチルアンモニウム
－テトラフルオロボレート（ＴＥＡ－ＴＦＢ）のアセトニトリル溶液に浸した。第２の炭
素電極を配置した後、ただし第２の電流コレクタを配置する前に、それぞれのセルにさら
に一滴の電解質を加えた。続いて、熱硬化性シーラントを用いてそれぞれのセルを密封し
た。セルの性能を測定するため、標準的な電圧測定試験を、また電流測定試験も、行った
。本実施例における活性炭素電極の体積容量は１９.５Ｆ/ｃｍ３であった。
【００４８】
　実施例２
　スチーム活性化温度を７００℃から８００℃に高めたことを除いて、実施例１の実験を
反復した。この活性炭素の細孔径分布を図３に示す。活性炭素の総細孔体積は０.２８４
ｃｍ３/ｇ、ＢＥＴ表面積は８２２ｍ２/ｇであった。活性炭素電極の体積容量は５３Ｆ/
ｃｍ３であった。
【００４９】
　実施例３
　スチーム活性化温度を７００℃から８００℃に高め、スチームにさらす時間を２時間か
ら４時間に延ばしたことを除いて、実施例１の実験を再度反復した。さらに、スチーム活
性化に続いて、活性炭素をフォーミングガス内において８００℃で２時間、熱処理した。
この活性炭素の細孔径分布を図４に示す。活性炭素の総細孔体積は０.５０４ｃｍ３/ｇ、
ＢＥＴ表面積は１２６９ｍ２/ｇであった。活性炭素電極の体積容量は７１Ｆ/ｃｍ３であ
った。このデータは、総細孔体積における１０Åより小さい細孔の寄与分が少なくとも０
.１５ｃｍ３/ｇの活性炭素によって良好なエネルギー貯蔵能力が達成され得ることを示唆
する。
【００５０】
　実施例４
　スチームにさらす時間を４時間から６時間に延ばしたことを除いて、実施例３の実験を
反復した。得られた体積容量は７０Ｆ/ｃｍ３であった。
【００５１】
　実施例５
　スチーム活性化温度を８００℃から８５０℃に高めたことを除いて、実施例３の実験を
再度反復した。得られた体積容量は６９Ｆ/ｃｍ３であった。
【００５２】
　本発明の精神及び範囲を逸脱することなく本発明に様々な改変及び変形がなされ得るこ
とが当業者には明らかであろう。当業者には本発明の精神及び実質を組み入れている開示
された実施形態の改変組合せ、副組合せ、及び変形が思い浮かび得るから、本発明は添付
される特許請求項及びそれらの等価形態の範囲内に全てを含むと解されるべきである。
【符号の説明】
【００５３】
　１００　　炭素活性化装置
　１２０　　炉
　１４０　　炭素材料
　１５０，１６０　　ハニカム基板
　１５２，１６２　　ハニカムチャネル
　１７０　　マニホールド
　水源
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